国内修学旅行誘致へ自治体の動き活発化
京都市は21年に推計20万人受入、支援策拡充
　2022年度が始まりウィズコロナで社会経済活動を再開させていく動きが強まる中、国内修学旅行の誘致強化に向けた自治体の動きが活発化している。
今年のゴールデンウィークは3年ぶりに行動制限なしで旅行できる大型連休となり、コロナ前の7割程度まで需要回復が進むなど、旅行を楽しめる雰囲気は醸成されつつあり、国内修学旅行についても今年度は本格回復が期待される。
各自治体では3密を避けるため、貸切バス等の増車や宿泊部屋数を増やす場合の経費を助成したり、貸切バスの利用料金を一定額助成するなど、様々な支援策を打ち出している。こうした取り組みによって国内修学旅行の回復、ひいては団体旅行需要の回復につながることが期待される。
京都市は、修学旅行専用の24時間感染電話相談をはじめ、修学旅行の安心・安全な受入環境整備に取り組んできた結果、2021年は推計で年間約20万人の修学旅行生を安全に迎えることができたとしている。
2022年度は修学旅行中の3密を解消するために必要な経費等を支援する「京の修学旅行3密防止対策等支援事業（京都府事業）」の内容を拡充。これまでも3密を回避するために貸切バスやタクシーを増車したり、宿泊施設等の部屋数を増加する場合に追加経費を助成する取り組みを行ってきたが、今年度は京都府内の広域周遊や教育関連施設を利用する団体への支援を拡充する。
また、新たな取り組みとして、学校の関心やニーズが高いSDGsに関する探求学習プログラム「なんで？がいっぱい、京都と学ぶSDGs『Ｑ都スタディトリップ』の運用を開始した。
沖縄県、1月に知事名で修旅実施のお願い文書
濃厚接触時に宿泊・交通費を支援する奨励金も
沖縄県は去る1月17日付で玉城康裕知事名で「沖縄での修学旅行の実施について（お願い）」と題する文書を各都道府県や政令指定都市の教育旅行委員会や都道府県知事に対して発出。
沖縄県では修学旅行防疫観光ガイドライン等を策定してウィズコロナで多くの修学旅行生を受け入れてきており、感染防止策を含めて万全の受入体制と最大限のおもてなしの心で修学旅行生をお迎えするとして、沖縄での修学旅行の実施を検討するよう呼びかけている。
沖縄県の修学旅行はコロナ前の2019年には40万9011人に達していたが、コロナ禍の2020年には7万414人まで減少しており、大きな打撃を受けている。
沖縄県では同ガイドラインに沿って感染防止対策を徹底しているほか、仮に沖縄県での修学旅行中に濃厚接触者と特定された修学旅行生について、県内での健康観察の実施を奨励するため、修学旅行生等の宿泊費や交通費について予算の範囲内で支援する「修学旅行緊急時支援事業奨励金」を実施している。
北海道、「新北海道スタイル」の教育旅行支援
バスの追加借り上げや宿泊部屋数増を支援
北海道は、道内外の学校が北海道内で貸切バスや宿泊施設での感染リスク低減に配慮して実施する「新北海道スタイル」に対応した教育旅行を支援する。道内で見学や体験を行い、かつ道内で1泊以上することなどを条件に、バスの追加借り上げ支援や宿泊部屋数増への支援を行う。
具体的には、通常1クラスで1台利用する貸切バス等を2台に増やして実施する場合、2台目の利用等にかかる貸切バス等料金の実費（増加経費）を支援する。支援上限額は、宿泊を伴うもので1台1日あたり14万円（日数制限なし）、冬季観光施設を利用する活動（日帰りのもの）で1台1日あたり8万2500円。宿泊部屋数については、1部屋当たりの宿泊人数を減らして実施する場合、部屋数増等に伴う宿泊料金の実費を支援する。上限額は1人1泊あたり3000円（泊数制限なし）となる。交付対象者は、教育旅行の手配を行う旅行会社または学校。今年度の受付は4月27日より開始した。
貸切バスの費用支援、下見経費の補助なども
バス事業者の経営厳しく、バス需要回復に期待
貸切バスの費用を支援する取り組みは多数の自治体が行っている。コロナ禍で観光関連産業は非常に厳しい経営環境に置かれているが、貸切バス事業者は団体旅行需要の長期低迷でとりわけ厳しい状況となっており、修学旅行や団体旅行をはじめ、バスツアーの早期需要回復が切望されている。
福岡県は、県外の学校が県内の宿泊施設（政令市除く）に宿泊し、県内の観光施設等を2カ所以上訪問することなどを条件に、バス1日1台あたり5万円を上限（上限200台）に支援する。
福島県は、修学旅行、宿泊学習、合宿などでバスを利用する場合、バス1台あたりの経費の2分の1、または地域ごとの補助上限額を助成する（1校あたりの台数上限なし）。1台あたりの補助額上限は、東北域内の新規校で4万円、継続校で3万円、関東・中部の新規校で6万円、継続校で5万円、北海道・関西・中国・四国は新規・継続校ともに10万円、九州・沖縄・海外は15万円となる。また、福島県浜通りに1泊以上宿泊する場合には補助上限額に各1万円を加算する。
このほか、教育旅行で現地を下見するための経費を一部補助する取り組みなども行われている。新潟県佐渡市では教育旅行の実施を検討している学校団体に対し、島内レンタカーの実施分（上限額1日7000円、1泊1日は1万5000円）を支援する。
